
 

内部統制システムの基本方針 

(2021 年 11 月 12 日 取締役会改訂決議) 

 

１．監査委員会の職務の執行のために必要な事項 

（１）当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項 

当社の監査委員会の職務を補助するため、内部監査部を監査委員会事務局とし、スタ

ッフを必要数配置する。 

 

（２）監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の執行役からの独立性及び当該取

締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

監査委員会は、内部監査部を監査委員会の直轄組織とする。監査委員会は、内部監査

部長及び内部監査部に所属する使用人の人事承認権及び解任請求権・解任拒否権を有

し、内部監査部長は監査委員会の指揮に服する。内部監査部に所属する使用人は、監査

委員会及び内部監査部長の指揮に服する。 

 

（３）当社の取締役（監査委員である取締役を除く。）、執行役及び会計参与並びに使用人が

当社の監査委員会に報告をするための体制並びに当社子会社の取締役、会計参与、監

査役、執行役、その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を

受けた者が当社の監査委員会に報告をするための体制 

①当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）の取締役、監査役、執行役、

執行役員及び使用人（以下、総称して「役職員」という。）は、あらかじめ監査委員

会と協議した決定事項に基づき、職務執行等の状況を定期又は不定期に監査委員又

は監査委員会に報告する。その他、法令及び定款に違反する重大な事実、不正行為の

事実又は当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、

速やかに、当該事実を監査委員又は監査委員会に報告する。また、法令及び監査委員

会規則等に基づき、監査委員会が役職員に対して報告を求めたときは、当該役職員は

速やかに監査委員会に報告する。 

②コンプライアンス管掌執行役もしくは執行役員は、内部通報制度に寄せられた情報

のうち、違法・不正に関するものを取締役会及び監査委員会に報告する。また、監査

委員会の選定した監査委員は、子会社を含めて、執行側の内部通報窓口に通報された

すべての内部通報にアクセスできる。 

 

（４）監査委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制 



当社は、内部通報規則等の会社規則を定め、監査委員会へ報告をした者が当該報告を

したことを理由として、当社グループにおいて不利益な扱い（解雇、降格、減給等の懲

戒処分や不利益な配置転換等の人事上の対抗措置の他、業務に従事させない、専ら雑務

に従事させる等の事実上の措置を含む。）を受けないことを確保するための体制を整備

する。 

 

（５）監査委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査委員による職務の遂行について生じる費用の前払又は償還の請求があ

った場合には、当該監査委員の職務の遂行に必要でないと明らかに認められる場合を

除き、速やかにこれに応じる。 

 

（６）その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

  ①当社グループの役職員は、監査委員会によるヒアリングや往査等の調査に応じるこ

とで、監査の実効性を確保する。 

②当社は、監査委員会が取締役、執行役及び会計監査人、その他必要な者との十分な意

見交換を行う機会を確保する。 

③当社は、監査委員会が選定した監査委員が重要会議等に出席して意見を述べる機会

を確保するほか、監査委員会が選定した監査委員が決裁書、その他の重要書類の閲覧

や役職員の説明または報告を求める場合にはこれに応じる。 

④監査委員会は、内部監査部を監査委員会の直轄組織とする。内部監査部は、内部監査

の基本方針、年度計画、予算等について監査委員会の指示に従うとともに、監査委員

会に対して継続的に職務の執行状況及び発見事項等を報告する。 

⑤監査委員会は、内部監査部長及び内部監査部に所属する使用人の人事承認権及び解

任請求権・解任拒否権を有し、内部監査部長は監査委員会の指揮に服する。内部監査

部に所属する使用人は、監査委員会及び内部監査部長の指揮に服する。 

⑥監査委員会は、必要に応じ、指名委員会及び報酬委員会との間で、相互に情報・意見

交換等を行う等、随時連携を行う。 

 

２．執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社

の業務及び当社グループの業務の適正を確保するために必要な体制 

（１）当社の執行役、執行役員及び使用人並びに当社子会社の取締役等（取締役、執行役、

執行役員、業務を執行する社員その他これらの者に相当する者を総称した意味を有す

る。以下同じ。）及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制 

①当社の執行役、執行役員及び使用人並びに当社子会社の取締役等及び使用人の職務



の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、ＪＤＩ倫理規範（JDI Ethics）

及びコンプライアンスの取り組みの基本事項を定めた規則を策定し、執行役及び執

行役員自らが率先して遵守するとともに、当社グループの役職員に対して必要なコ

ンプライアンスの教育・研修等を継続的に実施してその内容の浸透を図り、当社グル

ープにおけるコンプライアンス意識の向上を推進する。 

②当社は、当社グループのコンプライアンスの推進を図るための委員会を設置すると

ともに、委員長となるコンプライアンス管掌執行役もしくは執行役員を選任し、当社

グループにおけるコンプライアンス体制を整備する。 

③コンプライアンス管掌執行役もしくは執行役員は、通報先として社内通報窓口と社

外通報窓口（法律事務所）から構成される内部通報制度を設け、法令違反その他コン

プライアンス違反の予防、発見に努めるとともに、執行役等（当社並びに子会社の取

締役、執行役及び執行役員をいう。以下同じ。）のマネジメントの関与の疑義がある

案件については、通報先を監査委員会として、関係する執行役等が通報者及び通報内

容を知りえない体制とする。 

④監査委員会の選定した監査委員は、当社の重要な会議に出席して情報を集めるとと

もに必要な場合に意見を申し述べ、定期的に執行役等をヒアリングするなど、当社グ

ループにおける執行役等の職務状況を把握する。 

⑤当社は、当社の執行役等を当社子会社の役員として選任し、選任された執行役等は各

当社子会社の業務執行の状況を把握するとともに、当社は、会議や個別の報告等を通

じて各当社子会社における業務概況の報告を受け、当社グループ全体の経営の健全

化を維持・向上するため、当社子会社に対し適正な助言や指導を行う。 

⑥当社グループにおける経営上の重要事項は、当社にて制定した当社子会社を含む決

裁権限等を定めた社内規則及び取締役会規則に基づき、当社の承認のもとに実施す

ることにより、当社子会社における業務の適正性を確保する。 

⑦内部監査部を監査委員会の直轄組織とすることで、執行と監督を分離し、内部監査部

が定期的に実施する当社グループにおけるコンプライアンスの遵守状況の監査等が

実効的に行われる体制を構築する。内部監査部は、内部監査結果を監査委員会に定期

的に報告するとともに、監査委員会の指示がある場合、代表執行役に報告する。 

 

（２）執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

株主総会議事録、取締役会議事録、各委員会議事録、その他重要な意思決定に関する

重要書類（電磁的情報を含む。）は、法令及び社内規則に従い、適切に保存管理を行う

とともに、取締役及び執行役が必要に応じて随時閲覧できる環境を整備する。 

 

（３）当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①当社は、当社グループの企業活動に潜在するリスクへの対策を講ずるための当社の



取組み方針等を定めた規則を策定するとともに、事業計画の策定にあたっては当社

グループにおける事業活動に影響を及ぼすリスクを低減させるための活動を定める。 

  ②当社各部署は、当社グループにおけるそれぞれの担当業務の領域に関し、リスク評価

を行い、リスク評価の結果、その重要度に合わせ、関連規則の制定、教育の実施など、

リスク低減の施策に取り組む。 

 

（４）当社の執行役及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確

保するための体制 

①取締役会は、法令、定款、取締役会規則等に従い、当社グループの経営目標を定めた

中長期の経営基本計画及びその実行計画である年度事業計画その他の経営に係わる

重要な方針を決定し、取締役会で決定すべき事項以外の業務執行事項は、意思決定の

迅速化及び効率化を図るため、執行役に委任する。取締役会は、年度事業計画の進捗

評価のため、業績等について少なくとも四半期に１回報告を受け、執行役の職務の執

行を監督する。 

②取締役会は、執行役の権限、責任の分配を適正に決定する。また、その業務執行状況

等について、執行役から少なくとも四半期に１回報告を受ける。 

③社内意思決定の迅速化を図り、意思決定プロセスを明確にするため、明確で透明性の

高い、各執行役、執行役員及び使用人の権限と責任を定める決定権限基準を整備する。

各執行役、執行役員及び使用人は、取締役会決議及び社内規則等により設置された機

関や手続に従い、当社グループの業務執行に関する重要事項について、迅速に審議・

決定する。 

④執行役の職務分掌及び当社子会社運営に関する社内規則に基づき、当社各部署の責

任分担に従って各当社子会社の運営全般に関する責任を有する主管責任者及び主管

部署を定め、主管責任者又は主管部署は、関連部署との連携のもと、当社子会社に対

する助言や指導を行う。 

 

（５）当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

①当社は、当社子会社の運営に関する社内規則等を整備し、当社子会社の管理対象事項、

管理方法及び当社管理部署を定め、管理対象部署は、当社子会社の取締役等から管理

対象事項に関する必要な連絡等を受ける。 

②当社は、当社子会社の財務状況及び業績について、当社社内規則等により当社子会社

から定期的に報告を受けるとともに、当社子会社の経営上の重要事項は、当社にて制

定した当社子会社を含む決裁権限等を定めた社内規則等に基づき、当社の承認のも

とに実施する。 

以上 


